
 報告３   

令和５年度   事業計画 

基本方針                                                  

 県内の社会経済情勢に的確に対処し、関係行政機関、各地区労働基準協会及び安全衛生関係団

体等と緊密に連携し、ご支援・ご協力を得て諸事業を推進することにより、一般社団法人として

公益目的支出計画の的確な執行を行うと共に、収益事業の増収に努め財政基盤の確立を進めるこ

ととします。 

 具体的に実施事業では、登録教習機関として、各種技能講習や実務講習等を計画的に推進する

とともに、受講者等のニーズにも的確に対応し、労働安全衛生法等の普及促進に努めます。 

なお、長野労働局労働基準部をはじめとする各部室が所管する法令・通達・助成金などの新規

取組又は変更点等を事業場担当者に周知し、事業活動に活かしてもらうことを目的とした説明会

を第１四半期のできるだけ早い時期に開催することとしており、前年度は長野地区で開催しまし

たが、今年度は長野地区に加えて松本地区でも開催することとしています。 

また、労働者が能力を有効に発揮するだけでなく、働く一人一人がより良い将来の展望を持ち

得る環境の実現に向けた働き方改革を推進するため、長野労働局、長野県医師会、信州大学医学

部、長野産業保健総合支援センター及び各地区労働基準協会と連携・協力して、労働条件の確保・

改善対策、労働災害防止対策・健康確保対策、治療と仕事の両立支援等の推進を図ってまいりま

す。特に、令和５年度からスタートする第14次労働災害防止計画（５カ年）の普及促進に努め、

長野県産業安全衛生大会をはじめとする各種事業の推進に積極的に取り組むこととします。  

 さらに、その他事業のうち環境測定事業・健康診断事業・動力プレス機械検査事業については、

中央労働災害防止協会・公益社団法人全国労働衛生団体連合会・公益社団法人日本作業環境測定

協会等の開催する教育に計画的に参加させ、職員の資質の向上とサービスの向上を図り、引き続

き機器の充実と精度管理の徹底を行うことにより、企業から満足していただくよう努めます。 

加えて、各事業間の連携・情報交換を図ることにより営業拡大に繋げるとともに経費の縮減対

策を徹底し財政基盤の確立に努めます。 

本年度においては次の事項を重点として事業を推進することとします。 

 

Ⅰ 実施事業等  

 １ 労働条件改善対策の推進 

（1）職場関連委託事業他                       

 全国労働基準関係団体連合会（長野県支部）の事業運営に協力し、「外国人技能実習制

度関係者養成講習」を実施します。また、全国労働基準関係団体連合会が厚生労働省の委

託事業を受託した場合には、これらの事業と同様その事業運営に協力し当連合会が的確に

実施していきます。 

 

（2）改正法令等の周知 

 労働基準法や労働契約法等労務管理に関連する法律の施行や改正が行われた場合あるい

は関連する指針や通達等が発出された場合には、行政と緊密に連携し機関誌｢長野労基｣に

より広報するほか各地区労働基準協会と連携して、講習会等における資料作成・配布等に



より周知を図ります。 

 ２ 労働災害防止対策の推進  

 第 14次労働災害防止計画（５カ年計画）の初年度を迎え、災害件数の減少等計画の目標達

成に向けて、長野労働局の分析評価に基づく課題や方針の周知啓発に努めるほか、第三次産

業の労働災害防止対策、交通労働災害防止対策、冬季労働災害防止対策等を推進するととも

に、ストレスチェック制度の確実な実施等のメンタルヘルス対策や化学物質による健康障害

防止対策、仕事と治療の両立支援対策を推進します。 

 併せて県内事業場の自主的な労働災害防止活動を促進し安全衛生管理体制の活性化と充

実を図るため、次の事業を行います。 

 

（1）法令の普及徹底 

 各種講習会等を通じ、改正労働安全衛生法、じん肺法、作業環境測定法及び第13次労

働災害防止計画等の関係資料の作成・配布を行うとともに、機関誌｢長野労基｣により周知

を行います。 

 

（2）資格付与・実務講習事業                     

 登録教習機関、登録安全衛生推進者等養成講習機関として、企業等のニーズや受講者の

利便性等に配慮しつつ、各種技能講習等を実施するとともに、実務講習・能力向上教育等

を開催しその充実に努めることとします。また、化学物質のリスクアセスメントへの対応

等、従事労働者の安全衛生を向上するための労働安全・衛生コンサルタントによる出前講

座等を行うなど県内事業場の安全衛生水準の向上に努めます。さらに、連合会職員の講師

資格取得を積極的に進め、引き続き経費の削減を図っていくこととします。 

   イ 登録技能講習（資格取得のための講習） 

    ① 玉掛け 

    ② プレス機械作業主任者 

    ③ 乾燥設備作業主任者 

    ④ 特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 

    ⑤ 有機溶剤作業主任者 

    ⑥ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

    ⑦ 石綿作業主任者 

⑧ 鉛作業主任者 

   ロ 登録安全衛生推進者等養成講習 

① 安全衛生推進者養成講習 

② 衛生推進者養成講習（本年度計画なし） 

   ハ 衛生管理者免許試験対策講習会 

    労働安全衛生法に基づく免許試験のうち、衛生管理者免許(第１種、第２種)試験対策 

講習会を行います。 

   ニ 実務講習・能力向上教育 

    安全管理・衛生管理を積極的に推進するため、次の講習を行います。 

① 安全管理者選任時研修 



② 化学物質管理者講習（取扱い事業場向け）※新設 

③ 安全管理者能力向上教育 

④ 衛生管理者能力向上教育(初任時・定期) 

⑤ 安全衛生推進者能力向上教育 

⑥ 特定化学物質作業主任者能力向上教育 ※新設 

⑦ 有機溶剤作業主任者能力向上教育 ※新設 

⑧ 職長能力向上教育(製造業) 

⑨ 職長教育(製造業) 

⑩ 職長教育・安全衛生責任者教育(建設業) 

⑪ 産業用ロボット特別教育 

⑫ 粉じん作業特別教育 

⑬ 局所排気装置等定期自主検査者養成講習 

⑭ 熱中症予防指導員研修 ※新設 

 

（3）長野県産業安全衛生大会の開催                  

 第 14次労働災害防止計画の目標達成に向け、意思統一を図り、企業における自主的安

全衛生管理活動を促進し、安全・安心・快適な職場環境を実現するため、長野労働局のご

指導を踏まえつつ、各地区労働基準協会や関係労働災害防止団体と協力して、令和５年７

月13日長野市において、長野県産業安全衛生大会を開催します。 

 

（4）衛生管理活動の推進  

 長野労働局、長野産業保健総合支援センター及び各地区労働基準協会との連携、協力の

もとに、技術の革新・高齢化社会の進展等社会情勢に応じた衛生管理対策のみならずメン

タルヘルス対策、仕事と治療の両立支援等多岐にわたる業務を担う衛生管理者等を対象と

した意見交換や情報交換を目的とした研究会を開催することにより、衛生管理担当者の資

質の向上を図り、企業の衛生管理水準の向上に努めます。 

 

（5）広報活動の実施  

 機関誌「長野労基」の内容の充実と当連合会ホームページの改善を図り、長野労働局の

管掌する法令・各種施策、技能講習・安全衛生教育及びその他各種情報の早期伝達に努め

ます。 

   

（6）ゼロ災全員参加運動等の推進  

 「長野県ゼロ災運動推進連絡会」を主体に、長野労働局のご指導のもと各地区労働基準

協会のほか、災防団体と共催で研究会を開催し、ゼロ災運動の定着を図ることとします。 

 

（7）日本労働安全衛生コンサルタント会長野支部の運営  

 会員の資質向上を図るための研修会を開催するとともに、会員相互の情報交換を行い企

業の安全衛生水準の向上に努めます。 

 



Ⅱ その他の事業 

  １ 作業環境測定事業の実施                                  

 2008年版 ISO9001から2015年版に移行し、引き続き高度な精度管理のもとに適切な作

業環境測定と環境計量証明を実施し、測定結果等の評価に基づき作業環境の改善指導を行

うほか、「個人ばく露測定」に対応した職員と機材の確保を図り、事業場のニーズに応え

られる体制を整え、専門知識を生かした化学物質のリスクアセスメントに関する助言・指

導等、一貫した体制のもとに効率的かつ的確な実施を図り、快適な職場環境の形成に寄与

します。また希望事業場に対してメールマガジンの定期的な発行を行い、安全衛生に関す

る情報の提供を行います。 

 なお、今年度から「アーク溶接等作業」を行う労働者が装着する呼吸用保護具につい

て、適切に装着できていることを確認するため「フィットテスト」が、年１回実施するよ

う義務付けられることから、当該マスクフィットテストを事業場の要望に応じ、実施する

こととしております。 

 

  ２ 健康診断事業の推進                                    

 巡回健診事業を積極的に展開するとともに、施設健診の利用拡大を図り、サービス向上

と合理化を図る中で収益及び受診者数の増加を目指します。また減少傾向にあるストレス

チェックの実施についても積極的にアピールしてまいります。 

 本年度も新型コロナウイルス感染予防対策に留意しながら、人材、機器の充実を図り、

健診機能評価審査を踏まえた総合精度管理の向上に努めます。また、法定の健診項目の変

更や追加を踏まえ「定期健康診断等における診断項目等の取扱いについて」に沿って適正

な健診を実施するほか、保健師による健診後の健康指導の積極的な展開に努めます。 

 

  ３ 動力プレス機械検査事業の実施                                 

 動力プレス機械特定自主検査機関として、法令に基づく的確な検査を実施し、企業の動 

力プレス機械による災害防止に努めます。 

     

Ⅲ 会 議                                             

4 月 長野県環境測定分析協会理事会(長野)           

5 月 

中央労働災害防止協会総会(東京) 

全国労働基準関係団体連合会総会(東京) 

全国衛生管理者協議会総会(東京) 

全国労働衛生団体連合会総会(東京) 

建設業労働災害防止協会長野県支部総会(長野) 

安全衛生関係団体連絡会議（信州・危険の『見える化』推進運動普及促進会議） 

日本クレーン協会長野支部総会(長野) 

長野県経営者協会総会 



6 月 

長野県労働基準協会連合会理事会・総会(長野) 

協会業務連絡会議(第 1回)(松本) 

長野県社会保険労務士会総会(松本) 

長野県環境測定分析協会総会(長野)             

林業・木材製造業労働災害防止協会長野県支部総会(長野) 

日本労働安全衛生コンサルタント会長野支部総会(長野) 

日本労働安全衛生コンサルタント会総会(東京) 

7 月 
長野県産業安全衛生大会(長野) 

長野県事業場健康診断機関協議会総会(長野)         

8 月 
長野県環境測定分析協会理事会(長野)            

長野県地域両立支援推進会議 

9 月 
免許試験出張特別試験(長野) 

全国産業安全衛生大会(名古屋９/27～29) 

10 月 
長野県両立支援推進会議 

衛生管理研究会 

11 月 

長野県労働基準協会連合会理事会 (長野) 

協会業務連絡会議(第２回)(松本)  

長野県建設業労働災害防止大会(長野) 

長野県産業保健総合支援センター運営協議会 

日本労働安全衛生コンサルタント会北関東ブロック会議(長野)  

12 月 

全国労働基準関係団体連合会事務局会議(東京) 

中央労働災害防止協会ブロック会議(東京) 

長野県産業医学大会(長野) 

1 月 長野県産業保健連絡協議会(長野) 

2 月 

中央労働災害防止協会連絡会議(東京) 

全国労働基準関係団体連合会事務局長会議(東京) 

日本作業環境測定協会長野分会技術研修会(長野)       

3 月 

長野県労働基準協会連合会理事会(長野) 

協会業務連絡会議(第３回)(松本) 

長野県産業保健総合支援センター運営協議会(長野) 

長野県環境測定分析協会研修会                

 


